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令和 2 年度決算に基づく健全化判断比率の審査結果について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94 号）第 3 条

第 1 項の規定により、令和 2 年度決算に基づく江東区健全化判断比率を審査し

た結果、別紙のとおり意見を付する。 
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令和 2 年度江東区財政健全化審査意見書 

 
第 1 審査の対象 

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健

全化判断比率」という。）並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

 

第 2 審査の期間 

令和 3 年 8 月 11 日から同月 26 日まで 

 

 

第 3 審査の方法 

令和 2 年度決算に基づく健全化判断比率が、地方公共団体の財政の健全化に関

する法律（平成 19 年法律第 94 号。以下「財政健全化法」という。）その他関係法

令に基づいて算出され、かつ、その算定の基礎となる事項を記載した書類が適正

に作成されているかについて、関係帳簿及び証拠書類との照合等を行うとともに、

関係部署から説明を聴取する等の方法により審査を行った。 

 

 

第 4 審査の結果 

1 健全化判断比率 

令和2年度 元年度 平成30年度 早期健全化基準

(1)　実質赤字比率 ―　％ ―　％ ―　％ 11.25　％

(2)　連結実質赤字比率 ―　％ ―　％ ―　％ 16.25　％

(3)　実質公債費比率 △3.7　％ △4.0　％ △4.2　％ 25.0　％

(4)　将来負担比率 ―　％ ―　％ ―　％ 350.0　％

(注1)　実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び将来負担比率が算定されない場合は「－ ％」と記載して
(注1)　いる。
(注2)　早期健全化基準とは、財政の早期健全化を図るべき基準として、政令で定められた数値である。

 

 

2 各比率における状況 

(1) 実質赤字比率  

   福祉、教育、まちづくり等を行う一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運

営の悪化の度合いを示すものである（本区の場合は一般会計のみとなる）。 

   令和 2 年度決算における実質収支額が黒字であったため、実質赤字比率は算定

されない。 
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(2) 連結実質赤字比率  

   すべての会計の黒字・赤字額を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度

を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示すものである。 

   令和 2 年度決算における連結実質収支額が黒字であったため、連結実質赤字比

率は算定されない。 

(3) 実質公債費比率  

借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰り

の程度を示すものであり、過去 3 か年の平均を用いる。 

令和 2 年度決算における実質公債費比率は△3.7％であり、令和元年度に比べ、

0.3 ポイント増加した。 

(4) 将来負担比率  

借入金（地方債）や将来支払う可能性のある負担等の現時点での残高（以下「将

来負担額」という。）を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示すもの

である。 

令和 2 年度決算においては、将来負担額より充当可能基金等の額が上回ってい

るため、将来負担比率は算定されない。 

 

 

3 意 見 

審査に付された健全化判断比率は、財政健全化法その他関係法令の規定に基づ

いて算出され、かつ、その算定の基礎となる事項を記載した書類は、適正に作成

されているものと認められた。本区は、財政状況が悪化し早期に財政の健全化を

図らなければならないような状態にはなく、是正改善を要する事項はない。 

しかしながら、依然として新型コロナウイルス感染症収束の兆しは見えず、コ

ロナ禍に起因する特別区税等の減収や扶助費等の増加が懸念されるなど先行きが

不透明な中においても、引き続き感染症対策や公共施設の整備・更新、ゼロカー

ボンシティの実現など、財政運営に影響する課題は山積している。 

このような状況にあっても、持続可能な自治体運営を支える財政基盤を堅持し

ていくために、区民の理解と協力を得ながら、柔軟な施策展開を進めるとともに、

引き続き自主財源の確保に向けた不断の努力と、効率的で効果的な行財政運営に

より、財政健全化が一層推進されることを期待する。 

 

 

 

 

 

 

 

 


